
令和元年度決算財務書類４表の概要 

  

 北栄町では、平成２７年１月２３日付け総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の

整備促進について」において、すべての地方公共団体において統一的な基準により貸借対照

表・行政コスト計算書などの財務書類を作成するよう要請されたことを受け、平成２９年度

決算よりこの「統一的な基準」により財務書類を作成し公表しています。 

 

統一的な基準の特徴 

①発生主義・複式簿記の導入 

②固定資産台帳の整備 

③団体間での比較可能性の確保 

 

財務書類４表の構成 

①貸借対照表…基準日時点における財政状況（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を表示

したもの 

②行政コスト計算書…一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの 

③純資産変動計算書…一会計期間中の純資産の変動を表示したもの 

④資金収支計算書…一会計期間中の現金の受払いを３つの区分で表示したもの 

 

財務書類作成対象会計 

 

連結 

全体 

一般会計等 
一般会計 

住宅新築資金等貸付事業特別会計 

公営事業会計 

公営企業会計 

国民健康保険事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

合併処理浄化槽事業特別会計 

大栄歴史文化学習館特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

水道事業会計 

下水道事業会計 

風力発電事業会計 

一部事務組合 

広域連合 

第３セクター 

鳥取県町村総合事務組合 

鳥取県後期高齢者医療広域連合 

鳥取中部ふるさと広域連合 

一般社団法人北栄スポーツクラブ 

株式会社北栄ドリーム農場 

  ※一部事務組合・広域連合・第３セクターについては、各構成団体の経費負担割合等に

より、比例連結している団体があります。 

 

 



財務書類の分析（一般会計等） 

 

１．住民一人当たりの貸借対照表 

 

通常の貸借対照表では、市町村の人口規模等により単純な団体間の比較が難しいです

が、各項目の数値を住民一人当たりで算出することにより、他団体との単純比較が可能と

なります。住民一人当たりにどれだけの資産、負債があるのかを表します。 

 

令和元年度貸借対照表（住民一人当たり） 

 

※令和 2年 3月 31日現在の人口 14,854人で算出しています。 

※表示単位未満を四捨五入して表示しているため、表内計算で一致しない場合があります。 

 

【参考】類似団体平均（Ｈ30決算） 

 ・住民一人当たりの資産額 3,016千円、負債額 868千円 

科目
残高

（千円）
一人当たり
残高（円）

科目
残高

（千円）
一人当たり
残高（円）

１．固定資産 19,926,259 1,341,474 １．固定負債 7,162,020 482,161

 (1)有形固定資産 17,773,413 1,196,541  (1)地方債 6,363,145 428,379

　　事業用資産 8,927,501 601,017  (2)長期未払金 -          0

　　インフラ資産 8,822,106 593,921  (3)退職手当引当金 798,875 53,782

　　物品 23,805 1,603  (4)その他 -          0

 (2)投資その他の資産 2,152,846 144,934 ２．流動負債 923,442 62,168

　　投資及び出資金 548,343 36,916  (1)1年内償還予定地方債 762,531 51,335

　　長期延滞債権 36,552 2,461  (2)賞与等引当金 106,671 7,181

　　長期貸付金 22,120 1,489  (3)預り金 24,157 1,626

　　基金 1,546,754 104,130  (4)その他 30,084 2,025

　　徴収不能引当金 △ 923 △ 62 負債合計 8,085,463 544,329

２．流動資産 1,964,986 132,287

 (1)現金預金 233,139 15,695 １．固定資産等形成分 21,607,528 1,454,661

 (2)未収金 5,085 342 ２．余剰分（不足分） △ 7,801,745 △ 525,229

 (3)短期貸付金 3,466 233

 (4)基金 1,677,803 112,953

 (4)棚卸資産 46,000 3,097

 (5)徴収不能引当金 △ 507 △ 34 純資産合計 13,805,783 929,432

資産合計 21,891,245 1,473,761 負債及び純資産合計 21,891,245 1,473,761

【資産の部】 【負債の部】

【純資産の部】



２．住民一人当たりの行政コスト計算書 

 

  資産・負債と同様に各項目の数値を住民一人当たりで算出することにより他団体との単

純比較が可能となります。住民一人当たりにどれだけの行政サービスが提供されたかを表

します。 

 

令和元年度行政コスト計算書（住民一人当たり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和 2年 3月 31日現在の人口 14,854人で算出しています。 

※臨時損益を除く純経常行政コストで表示しています。 

※表示単位未満を四捨五入して表示しているため、表内計算で一致しない場合があります。 

 

【参考】類似団体平均（Ｈ30決算） 

 ・住民一人当たりの行政コスト 650千円 

金額
（千円）

一人あたり
コスト（円）

8,079,263 543,912      

職員給与費 1,177,560 79,276       

賞与等引当金繰入額 106,671 7,181        

退職手当引当金繰入額 8,999 606          

その他 98,052 6,601        

小計 1,391,282 93,664       

物件費 1,875,722 126,277      

維持補修費 133,486 8,987        

減価償却費 944,114 63,560       

その他 - - 

小計 2,953,321 198,823      

支払利息 40,042 2,696        

徴収不能引当金繰入額 655 44           

その他 43,492 2,928        

小計 84,189 5,668        

補助金等 1,307,517 88,025       

社会保障給付 1,010,015 67,996       

他会計への繰出金 1,311,422 88,287       

その他 21,517 1,449        

小計 3,650,471 245,757      

273,736 18,428       

7,805,527 525,483      

移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト

経常収益

経常費用

純経常行政コスト
（経常費用－経常収益）

科目

人
に
か
か
る
コ
ス
ト

物
に
か
か
る
コ
ス
ト
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他
の
コ
ス
ト



３．資産形成度 

 

【資産老朽化比率（有形固定資産減価償却率）】 

 有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算定するこ

とにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把

握することができます。この比率が高いほど、施設の老朽化が進んでいると言えます。 

 

計算式 

                  減価償却累計額 

資産老朽化比率 ＝ 

             有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額 

（単位：千円） 

区分 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 【参考】 

類似団体平均 

（Ｈ30 決算） 
減価償却累計額（Ａ） 23,978,412 23,413,290 22,599,630 

有形固定資産合計（Ｂ） 17,773,413 17,881,922 18,320,549 

土地（Ｃ） 1,988,208 1,963,576 2,207,883 

資産老朽化比率 

 Ａ/（Ｂ-Ｃ+Ａ） 
60.3% 59.5% 58.4% 62.1% 

  ※貸借対照表の数値 

 

 

【歳入額対資産比率】 

 歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成された資産には何年分の歳入が

充当されたかを把握することができます。この比率により、これまで資本的支出に重点を置

いていたのか、費用的支出に重点を置いてきたのかが分かります。年数が多いほど、社会資

本の整備が進んでいると考えられますが、一方では多額の維持管理費がかかり後年度に財政

的な負担が生じるものとも考えられます。 

 

計算式 

                 資産合計 

歳入額対資産比率 ＝  

                 歳入合計 

（単位：千円） 

 ※資産合計（Ａ）は貸借対照表、歳入総額（Ｂ）は資金収支計算書の各部の収入総額の数値 

 

 

区分 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 【参考】 

類似団体平均 

（Ｈ30 決算） 
資産合計（Ａ） 21,891,245 22,113,277 22,621,815 

歳入総額（Ｂ） 8,836,794 9,038,713 9,494,303 

歳入額対資産比率 Ａ/Ｂ 2.5年 2.4年 2.4年 3.7年 



４．世代間公平性 

 

【純資産比率】 

 資産額のうち、償還義務のない純資産の割合を算出することにより、世代間負担の状況

を把握することができます。また、地方自治体は地方債を通じて将来世代と現世代の負担の

配分を行っているため、純資産の変動は将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したこ

とも意味します。比率が高いほど、これまでの世代の負担によって資産を取得してきたこと

になります。 

 

計算式 

              純資産合計 

 純資産比率 ＝  

              資産合計 

（単位：千円） 

 ※貸借対照表の数値 

 

 

【社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）】 

 有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合（公

共資産等形成充当負債）を算出することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程

度を把握することができます。比率が高いほど、将来世代の負担が大きいことになります。 

 

計算式 

               地方債残高（※地方債残高-臨時財政対策債等の特例地方債の残髙） 

 将来世代負担比率 ＝  

              有形・無形固定資産合計 

（単位：千円） 

 ※貸借対照表（付属明細書）の数値 

 

 

 

区分 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 【参考】 

類似団体平均 

（Ｈ30 決算） 
純資産合計（Ａ） 13,805,783 13,737,986 14,100,487 

資産合計（Ｂ） 21,891,245 22,113,277 22,621,815 

純資産比率 Ａ/Ｂ 63.1% 62.1% 62.3% 71.1% 

区分 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 【参考】 

類似団体平均 

（Ｈ30 決算） 
地方債残高（Ａ） 4,166,003 4,372,303 4,449,728 

有形・無形固定資産合計（Ｂ） 17,773,413 17,881,922 18,320,549 

将来世代負担比率 Ａ/Ｂ 23.4% 24.5% 24.3% 19.1% 



５．持続可能性（健全性） 

 

【基礎的財政収支（プライマリーバランス）】 

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支（基金積立金

支出、基金取崩収入を除く）の合算額を算出することにより、地方債等の元金償還額を除い

た歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入を示す指標となり、当該バランスが均衡している

場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加

しないとされています。 

ただし、基礎的財政収支は、業務活動収支と投資活動収支のいずれも赤字の場合、または

どちらか一方が赤字の場合でも赤字になり得ますが、公共施設の老朽化対策等の必要な投資

を行った結果、投資活動収支が赤字になることもありますので、一概に基礎的財政収支が黒

字であれば評価できるものではないことに十分留意することが必要です。 

なお、基礎的財政収支については、政府全体の財政健全化の目標にも使われていますが、

地方公共団体においては、建設公債主義がより厳密に適用されており、自己判断で赤字公債

に依存することができないため、同じ表現を使っていても、国と地方の基礎的財政収支を一

概に比較すべきではない点に十分留意することが必要です。 

 

計算式 

 

 基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支（支払利息支出を除く） 

  + 投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く） 

 

（単位：千円） 

※資金収支計算書の数値 

 ※平成 29 年度の投資活動収支は「地方公会計マニュアル」に従い、基金積立金、基金取崩収入を含んだ数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 【参考】 

類似団体平均 

（Ｈ30 決算） 
業務活動収支（Ａ） 

（支払利息支出を除く） 
614,066 666,375 689,513 

投資活動収支（Ｂ） 

（基金積立金支出及び基金取崩収入

を除く） 

△389,535 △415,125 △401,333 

基礎的財政収支 Ａ+Ｂ 224,531 251,250 288,180 △69,700 



６．自律性 

 

【受益者負担比率】 

行政活動の自律性（受益者負担の水準）を測定するための指標であり、行政コスト計算書

における経常収益（使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担額）を経常費用と比

較し、行政サービスの提供に対する受益者負担の状況を把握することができます。 

 

計算式 

              経常収益 

 受益者負担比率 ＝  

              経常費用 

（単位：千円） 

 ※行政コスト計算書の数値 

区分 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 【参考】 

類似団体平均 

（Ｈ30 決算） 
経常収益（Ａ） 273,736 318,446 249,240 

経常費用（Ｂ） 8,079,263 8,022,673 8,404,909 

受益者負担比率 Ａ/Ｂ 3.4% 4.0％ 3.0% 4.3% 


